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（別紙１） 

「エコ・アクション・ポイントに関するガイドライン Ver1.1」 変更・修正点の概要 

 

１．ガイドライン改訂の考え方 

ガイドライン改訂にあたっての考え方は図１のとおり。以下、図１中「（１）対象エコアクショ

ンの拡充」、「（２）エコ・アクション・ポイントプログラムの活用モデルの拡充」の２点について、

具体的な改訂概要を示す。 

＜改訂の考え方・背景＞
• ガイドライン類は昨年3月に策定したばかりであり、頻繁に改訂を行うことは、事業者の無用
の混乱を招きかねない

• ガイドライン類で引用している国の目標・政策等に、特に重要な変化は見られていない
• 試行段階としている「生物多様性・自然保護領域」や「公害対策・化学物質管理領域」の取扱
や、温暖化対策以外の環境領域についての定量的な評価手法に関して、現時点では関連
するEAPの取組事例がほとんど見られず、依然として知見の集積が不十分と考えられる

＜具体的な改訂箇所＞
東日本大震災以降の社会ニーズの変化や、その他のガイドラインVer1.0以降の知見
の集積を踏まえて、以下の改訂のみを行う

（１）対象エコアクションの拡充

（２）エコ・アクション・ポイントプログラムの活用モデルの拡充

（３）エコアクションの温室効果ガス削減効果算定事例の修正
 

図１．ガイドライン改訂の考え方 

 

２．対象エコアクションの拡充 

主として「環境に配慮した方法で生産される商品の普及拡大」や「環境配慮型防災対策の推進」

等の観点から、本プログラムで対象とするエコアクションの拡充を行った。追加した対象エコア

クションの例を図２に示す。 
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図２．追加した対象エコアクションの例 
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３．エコ･アクション･ポイントプログラムの活用モデルの拡充 

環境配慮型の東日本大震災被災地支援等のより幅広い用途への活用を促すため、本プログラム

を活用・応用することが可能と考えられる事業モデル例の拡充を行った。具体的には、「（５）東

日本大震災被災地支援への活用モデル」として、以下の３種類の活用モデルを追加した。追加し

た活用モデルの例を図３に示す。 

⑧エコアクションを通じた被災地の復興のための活用モデル 

ａ．地産地消型食産業復興への活用（→図３（ア）参照） 

ｂ．被災地における環境配慮型の交通インフラ復旧への活用 

ｃ．被災地におけるエコ住宅導入拡大への活用 

ｄ．環境配慮型の物産品等の購入を通じた被災地支援への活用 

ｅ．被災地におけるエコ観光関連産業活性化への活用 

ｆ．食産業復興に関するボランティア獲得円滑化への活用 

ｇ．被災地に対するリユース物資提供への活用 

⑨被災地における環境事業への寄付金調達のための活用モデル 

ａ．寄付付き商品・サービス・イベント等を通じた調達 

ｂ．基金等を通じた調達 

⑩エコアクションを通じた防災対策推進のための活用モデル 

ａ．被災地における防災対策推進 

ｂ．被災地以外の地域における防災対策推進（→図３（イ）参照） 
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図３．追加したエコ・アクション・ポイントの活用モデルの例 


